
社員が「働きがい」を感じる職場をつくる

東日本大震災への対応
2011年3月11日の東日本大震災により、被災された方々に

心よりお見舞い申し上げます。

被災地の救援、復興に役立てていただくための義援金の

ほか、当社グループで行なっている支援と今後について下

記のとおり報告します。

大和証券グループは、社員一人ひとりのモチベーションを最

大限に高めることが、お客様の満足度の向上、ひいては株主価

値の向上につながると考えています。グループで働く社員一人

ひとりが働きがいを感じるとともに、その家族や関係者を含

め、当社グループの一員であることを誇らしく思える会社を目

指し、さまざまな施策を実施しています。

現在、経営戦略の一環として「高次元のワーク・ライフ・バラ

ンスの実現」に取り組んでいます。多様な働き方を実現するた

めの制度を整備するにとどまらず、19時前退社の励行や年休

取得の促進、家族の職場訪問の実施など、社員の意識改革に

グループをあげて取り組んでいます。

1億円（大和証券グループ）

［岩手県・宮城県・福島県へ　各3,000万円

［茨城県 へ 　1,000万円］

大和総研では、「復興基金」と「復興連帯税」創設などの復興支

援提言を発表しました。

（提言「未曾有の大震災からの復興へ『復興基金』と『復興連

帯税』の創設を提言する」）

大和証券グループでは、「ダイワ・ニッポン応援ファンド（フ

ェニックスジャパン）」※1の信託報酬の一部を被災者支援団体

に寄付します。

また、莫大な復興資金におけるファイナンス面でのサポート

や、インパクト・インベストメントに関連した金融商品の開発に

努めます。

すべての社員が働きがいを感じる職場づくり

高次元のワーク・ライフ・バランスの実現

2011年度より、大学卒業後3年以内の既卒者の採用を開始し

ています。就業経験の有無は問わず、既卒者が内定後すぐに働

けるようにする狙いで通年採用としており、多様な人材の確保

につなげたいと考えています。なお、入社後は新卒者と同様の

水準で教育をしています。

既卒者の採用

　女性マネジメント層のさらなる拡大を図るため、活躍して

いる女性社員をロールモデルとして社内報で積極的に紹介

したり、全社横断的なコミュニケーション機会を提供したり

するなど、より本人の意欲に働きかける取組みを行なってい

ます。結果、2009年度以降で5名の女性役員が誕生し、大和

証券の支店長の約1割が女性となったほか、近年、総合職・エ

リア総合職への職制転向を通じてキャリアアップを目指す女

性職員が大幅に増加しています。

女性活躍の推進

大和証券グループでは、現在、約200名の障がいを持つ社員

が本部、営業店、コールセンター等で幅広く活躍しています。

採用面では、2008年度から正社員（業務職）としての新卒採

用を開始、また2011年度には募集する職制を総合職、エリア総

合職およびカスタマーサービス職に拡大しています。新卒向け

会社説明会の開催や各種合同企業説明会への参画のほか、障

がいを持つ大学生の就職活動支援も実施し、採用機会を積極

的に増やしています。

入社後も、総合職・エリア総合職への職制転向の機会を設け

るなど、社員のキャリアアップを支援しています。

障がい者の採用

社員の健康は会社と社会に不可欠な資本と捉え、人事部

門・総合健康開発センター・健康保険組合が三位一体となり、

より積極的に健康増進のための取組みを行なっています。

具体的には、徹底した健康教育、ウォーキングキャンペーン、

がん検診企業アクション、禁煙プログラム、乳がん・子宮がん検

診、子宮頸がん予防接種、特定保健指導等を実施しています。

社員の健康・増進のための取組み

http://www.daiwa-grp.jp/data/current/press-2955-attachment.pdf
詳細はwebサイトをご覧ください

 http://www.daiwa-grp.jp/csr/citizen/support/tsunami/
 http://www.acc21.org/act/act-specialfund-daiwa.html

大和証券グループ津波復興基金の詳細はwebサイトをご覧ください

 http://www.daiwa-grp.jp/csr/report/2011/

■政策提言（大和総研）

■金融商品を通じた支援

東日本大震災と福島第一原発事故後、里山などに見られる

環境や社会に配慮した地域経済の仕組みや持続可能なエネル

ギーに着目し、持続可能な経済を構築することへの関心が高ま

っています。そのため、企業や投資家に向けて環境、CSR情報

など、幅広い観点からの情報発信にも努めます。

その他にも、大和総研からの政策提言など、当社グループが

資本市場を通じて貢献できることは多いと考えます。

2004年スマトラ沖津波復興支援プロジェクト※2の知見を活

用し、スマトラ復興の経験の共有なども行なっていく予定です。

また、イントラネットを活用した社員ボランティアの情報提供

など、長期的に社員に対しても働きかけをしていきます。

■今後の支援の方向性

国内外の社員の募金総額：約4,057万円（2011年4月27日現在）

認定NPO法人ジャパン・プラットフォーム、日本赤十字社を通じ

て被災地の災害復興活動や被災者の支援に使われます。

■社内募金活動（大和証券グループ）

募金金額：約718万円、参加人数：7,005人

（2011年4月30日現在）

認定NPO法人ジャパン・プラットフォームを通じて被災地の復興

支援活動に使われます。

1,000万円（大和証券ヘルス財団）

［東北地方および茨城県、栃木県、千葉県の被災地域における、

　被災地の医療活動・災害医療を研究する大学・研究所・病院その

　他の個人・団体に　1,000万円（1件につき上限100万円）］

■「ダイワのポイントプログラム」
　交換ポイントによる支援金（大和証券）

3,500万円（大和証券福祉財団）

［岩手県、宮城県、仙台市、福島県、茨城県の

　災害ボランティアセンターへ　500万円（各100万円）］

［災害ボランティア活動団体へ公募助成　3,000万円

（1件につき上限50万円）］

　助成対象は、学生、および専門性を必要とするサポート活動を

　行なっている専門職団体・グループです。

■ボランティア活動助成金　

■災害医療に関する調査研究助成金

25万ポンド（大和日英基金）

学業および生活に支障をきたした東北地方出身の学生に対し、

25万ポンドの奨学基金を設立することを決定。

■Daiwa Foundation Tohoku Scholarships

■義援金   

※1「ダイワ・ニッポン応援ファンド（フェニックスジャパン）」：大和証券投資信託委託を
       通じて募集を始める日本株型のファンド。日本経済を元気に、強い日本企業を
       応援しようと、日本株限定で投資をするファンドを開発。

※勤務地変更制度…結婚や配偶者など転勤等の理由により、現在の職場では勤務が困難な場合、勤務地を変更して継続して働くことができる制度（転居を伴う異動がない職制が対象）
※データの対象範囲はwebサイトをご覧ください

※2大和証券グループ津波復興基金

当社グループにおけるさまざまな取組み

］

施 策
施策の評価

施 策 前指 標 現在（2010年度）

2007年6月～

2008年6月～

2008年4月～

2009年10月～

2005年2月

2005年10月～

2007年4月～ 勤務地変更制度※

職制転向制度の拡充

年休取得促進

女性活躍推進チーム発足

育児・介護支援制度の拡充

19時前退社の励行

女性管理職

育児休職者

総合職等への職制転向者（2009年度以降累計）

制度利用者（2007年度以降累計）

月平均所定外労働時間

年次有給休暇取得率

26.2時間

37％

75人

115人うち男性0人

682人

24.0時間

障がい者の正社員採用 障がい者雇用率（全職制） 1.87％ 2.08％

55％

162人

69人

383人うち男性25人

これまでの施策とその結果の例

ー

ー

2423

Daiwa Securities Group   CSR REPORT 2011




